
生活の不安や心配 ご相談ください
「生活困窮者自立支援制度」がサポートします。

一緒に問題解決の方法を考えましょう。ひとりで悩まず相談してください。

・収入より支出が多く、借金や支払い滞納がある。
・家計の立て直しをしたい。
・家族が引きこもっている。
・病気があり仕事や生活が不安。
・なかなか仕事が見つからない。
・家賃が払えず、家を出なければならない。
・新型コロナウイルス感染症の影響で休業や失業をしてしまい今後の生活が不安。
・どのような支援制度があるかわからない。

今の生活を少しでも良くしていきましょう。

ひとつずつ解決していくために、一緒に計画を立てましょう。

まずは、あなたの不安、悩みを整理しましょう。

相談の流れ

就労準備支援事業とは、「長い間働いていなかったので社会に出ることに不安がある」「他人と
うまく話せない」「生活リズムが不規則」などの理由により就労することが困難な方に対し、
個々の支援プランを作成し就労に向けたサポートをする事業です。

就労体験、ビジネスマナー講習、模擬面接、履歴書作成等を行い
仕事につくイメージをしてみましょう。

就労自立に関する支援

職場見学・ボランティア活動等を実際に体験してみましょう。
社会生活自立に関する支援

生活習慣を改善して、規則正しい生活を身につけましょう。
日常生活に関する支援
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☎（0948）30-2610　FAX（0948）30-2611

〒820-8501 飯塚市新立岩5番5号

受付時間　月曜日～金曜日　8時半～ 17時15分（祝日・年末年始を除く）

まずは、お電話ください！　面談のご予約をお願いします。

飯塚市役所本庁4階『生活自立支援相談室』お問合せ

相談無料
秘密厳守

令和4年4月から就労準備支援事業を開始しました。

ひとりでは不安でも、
支援員が一緒なら
やってみようかな！！

市県民税のお知らせ

年金から特別徴収（天引き）が
前年度より継続している人
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税額決定通知書は 5月10日頃 にお勤め先に発送しています。給与より特別徴収（天引き）される人へ

納税通知書は 6月6日頃 に発送します。納付書または口座振替で納付される人へ

今年度の市県民税の年税額から仮徴収（4月・6月・8月）分を差し引い
た残額を本徴収（10月・12月・2月）で特別徴収させていただきます。
なお、仮徴収金額はそれぞれ前年度の年税額の6分の1になります。
※今年度の税額が減額変更になった場合、4月・6月に年金から特別徴収された税
額が還付になることがあります。

　還付の金額によっては、4月・6月の年金から特別徴収された市県民税の還付通
知が2度に分かれて届く場合があります。

65歳以上で新たに年金から特
別徴収（天引き）される人および
前年度に年金からの特別徴収
（天引き）が中止になった人

6月と8月は納付書または口座振替で納付してください。
10月分の年金から特別徴収させていただきます。
※年金からの特別徴収の対象とならない人は、納付書または口座振替で納付するこ
ととなります。

※年金所得以外の所得がある人は、年税額のうち、「年金所得に係る税額」を年金よ
り特別徴収し、年金所得以外の所得に係る税額を納付書や口座振替で納付するこ
ととなります。

減免制度
について

災害を受けた人、生活保護を受給されている人など、市県民税の納付が困難と認められる人については、
一定の条件のもとで関係書類を審査し、減免の可否を決定します。
対象となる税額は、納期限までに減免申請が行われた期別以降の税額です。

確定申告及び市県民税（住民税）申告をされていない年金受給者の人へ
公的年金等の収入金額が400万円以下で、かつ、その年金所得以外の所得金額が20万円以下のため確定申告
が不要となった人でも、「公的年金等の源泉徴収票」に記載されている社会保険料控除・配偶者控除・扶養控除
などの控除以外に、生命保険料や地震保険料などの控除がある場合、申告することにより、市県民税（住民税）
の計算に反映されます。申告が必要な人は、お早めに申告されますようお願いします。

令和4年度から適用される個人住民税の主な税制改正について

◆住宅ローン控除の特例の延長等
住宅ローン控除（住宅借入金等特別税額控除）の控除期間13年の特例について延長し、一定期間に契約した場合、令和4年
末までの入居者を対象とします。
また、この延長した部分に限り、合計所得金額が1,000万円以下の者について面積要件を緩和し、床面積が40平方メートル
以上50平方メートル未満である住宅も対象とします。

◆セルフメディケーション税制の見直し
適用期限を現行の令和3年12月31日から5年延長し、令和8年12月31日までとします。令和4年度以降の住民税につい
て、一定の取組（健康診査等の健康の保持増進及び疾病の予防への取組）を行ったことを証する書類（領収書や結果通知書等）
の提出または提示が不要になります。ただし、内容を確認することがあるため、自宅で5年間は大切に保管してください。

◆国や地方公共団体の実施する子育てに係る助成等の非課税措置
子育て支援の観点から、保育を主とする国や地方公共団体からの子育てに係る助成等について非課税となります。対象範囲
は、子育てに係る施設・サービスの使用料に対する次の助成等です。
・ベビーシッターや認可外保育施設等の利用料に対する助成
・一時預かり、病児保育などの子を預ける施設の使用料に対する助成
上記の助成と一体として行われる助成についても対象です。

◆退職所得課税の適正化
勤続年数5年以下の法人役員等以外の退職金についても、雇用の流動性等に配慮し、退職所得控除額を控除した残額のうち
300万円を超える部分については、2分の1課税を適用除外します。なお、令和4年分以後から適用です。

●お問合せ　税務課　市民税係（☎内線1058 ～ 1061）
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